
第２５期 決算公告

自：２０２４年４月　１日

至：２０２５年３月３１日

株式会社　ファミリーライフサービス



（資産の部） （負債の部）

13,341,222 4,628,457

現 金 及 び 預 金 5,258,053 短 期 借 入 金 3,930,165

営 業 貸 付 金 4,072,997 未 払 金 50,712

営 業 未 収 金 3,658,642 未 払 費 用 56,827

電 子 記 録 債 権 88,887 未 払 法 人 税 等 192,259

未 収 入 金 121,861 未 払 消 費 税 等 81,623

そ の 他 153,026 預 り 金 237,961

貸 倒 引 当 金 △12,247 リ ー ス 債 務 15,703

固 定 資 産 3,226,214 賞 与 引 当 金 61,522

 有形固定資産 186,233 そ の 他 1,683

建 物 141,176 固 定 負 債 7,774,132

工 具 器 具 備 品 203,997 関係会社長期借入金 7,500,000

リ ー ス 資 産 316,546 退 職 給 付 引 当 金 220,391

そ の 他 4,157 リ ー ス 債 務 33,531

減 価 償 却 累 計 額 △479,643 そ の 他 20,209

 無形固定資産 58,061

ソ フ ト ウ ェ ア 57,988

そ の 他 72 12,402,590

 投資その他の資産 2,981,919 （純資産の部）

関 係 会 社 株 式 2,271,830 株 主 資 本 4,164,846

関係会社長期貸付金 110,000 資 本 金 1,000,000

破 産 更 生 債 権 等 3,316,725 利 益 剰 余 金 3,164,846

差 入 保 証 金 92,113 その他利益剰余金 3,164,846

繰 延 税 金 資 産 133,540 繰越利益剰余金 3,164,846

そ の 他 374,435

貸 倒 引 当 金 △3,316,725 4,164,846

16,567,436 16,567,436負 債 ・ 純 資 産 合 計資 産 合 計

科 目

貸 借 対 照 表

（単位：千円）

（2025年3月31日現在）

流 動 負 債流 動 資 産

科 目 金 額

純 資 産 合 計

金 額

負 債 合 計
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2,795,683

87,495

428,447 3,311,626

198,028

100,033

124,599 442,661

2,888,964

2,465,432

423,531

3,334

416,929

2,738 423,001

2,139 2,139

844,393

23,260 23,260

2,112

23,471 25,583

842,070

168,745

△ 7,393 161,351

680,718

支 払 手 数 料

損 益 計 算 書

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益

受 取 手 数 料

営 業 貸 付 金 利 息

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

経 常 利 益

借 入 金 利 息

支 払 保 険 料

営 業 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

助 成 金 収 入

そ の 他

営 業 外 費 用

雑 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

訴 訟 関 連 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

2



受取利息

貸付債権流動化関連収益

個　別　注　記　表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

　関係会社株式 移動平均法による原価法

ソフトウェア（自社利用）については社内における見込利用可能期間（５年）による

定額法によっております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（附属設備を除く）および2016年4月1日以降に取得した建物附属設備については

定額法、その他の有形固定資産については定率法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

① オリジネーション・フィー売上

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。

④

金融資産の消滅に伴って、もはや認識しない部分に配分された帳簿価額とその対価と

の差額を、譲渡時に収益として認識しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用として処理しております。

住宅金融支援機構等の住宅ローン商品の取次ぎに係る手数料等については貸付実行
日、即ち、役務の提供完了日に認識しております。また、住宅ローン商品の融資実行
に係る事務手数料等を貸付実行日、即ち、当該ローンの当初認識時に認識しておりま
す。

② サービシング・フィー売上

債権管理回収に係るサービシング・フィー等は、サービシング業務提供時点において
履行義務が充足されると判断しており、サービシング業務提供時点で収益を認識して
おります。

③

受取利息は時間の経過によって実効金利法で認識しております。
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千円

千円

千円

当座勘定貸越契約及び貸出コミットメントライン契約

千円

千円

3. 税効果会計に関する注記

千円

法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

譲渡担保 営業未収金 2,900,567

2. 貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 89,033

(3)

　当社は、融資資金及び運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行７行と当座勘

定貸越契約、取引銀行１行と貸出コミットメントライン契約を締結しております。当

事業年度末における各契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

当座勘定貸越契約 27,100,000
借入実行残高 2,541,937

質権設定 現金及び預金 650,129

② 担保に係る債務 短期借入金 3,033,485

借入未実行残高 13,611,772

借入未実行残高 24,558,062

貸出コミットメントライン契約 15,000,000
借入実行残高 1,388,227

退職給付引当金 69,467

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年3月31日に国会

で成立したことに伴い、2026年4月1日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人

税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年4月1日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異

等に係る繰延税金資産および繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から

31.52％に変更し計算しております。

　この税率変更により、当事業年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した

金額）の金額は2,770千円増加し、法人税等調整額が2,770千円減少しております。

繰延税金資産の主な原因別の内訳

貸倒引当金 996,708

賞与引当金 18,838

譲渡損益調整勘定 14,534

その他 26,950

評価性引当額 (992,958)

繰延税金資産合計 133,540
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（単位：千円）

議決権等
の所有(被
所有)割合

関連
当事者

との関係

取引の
内容

取引金額

4. 関連当事者との取引に関する注記
親会社及び法人主要株主等

科目 期末残高種類 会社の名称

5. １株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 208,242円33銭

１株当たり当期純利益 34,035円95銭

利息の
支　払

75,410 未払費用 4,315

取引条件及び取引条件の決定方針等

借入金の利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

親会社
飯田グループ

ホールディングス
株式会社

被所有
間接100%

資金の
借　入

資金の
借　入

-　
関係会社

長期借入金
7,500,000
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